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履歴型ダンパー付骨組の応答層問変形角分布の改善法について

A Method to Improve the Distribution of Story Drift Angle Responses 

    In Steel Frames with Hysteric Dampers under Earthquakes

平 田 寛*,河 野 昭彦**,松 竹 勲 臣*,渡 邉 真***

Hiroshi HIRATA, Akihiko  KAWANO, Isaomi MATSUTAKE 

            and Makoto WATANABE

As the performance-based design will be widely used, it will be more necessary for a frame to be evaluated by the 

responses obtained from a dynamic analysis. In this paper, we proposed a simple method to modify the hysteric 

dampers strength so as to make the story-drift response distribution smooth over a multi-story height of the build-

ing. The method is based on a pre-calculated story response and is derived from the theory of damage concentra-

tion proposed by Hiroshi Akiyama. The applicability of the method was demonstrated by a numerical calculation 

of a full nonlinear frame analysis. 
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1.序

建築構造物の耐震設計では,建 築基準法の改定 に

よって許容応力度や終局耐力に基づ く従来の強度型の

設計法に加えて,建 物の応答変形を求めて構成部材の

損傷や骨組の安定性から耐震性能を評価する性能評価

型設計法(性 能設計)が 取 り入れ られている.現 在の

ところ,具 体的な性能設計法としては,「限界耐力計算」

や 「エネルギーの釣 り合いに基づ く耐震計算」が利用

されているが,設 計現場ではそのよ うに設計 された建

物の応答を動的解析によってもしばしば確認 している。

つま り,動 的解析は安価で高性能なパー ソナル コン

ピュータの普及で誰 もが容易に行える環境が整ってい

るわけである.し たがって今後はさらに動的解析結果

を直接利用する性能設計法の展開も充分に予想 される.

また,履 歴型ダンパーを設置 していない骨組について

動的解析を利用す る応答改善法1)が提案されているが,

ダンパー付骨組についても適用できれば便利である.

本研究では履歴型ダンパー付骨組を対象 とし,履 歴

型ダンパーの耐力を調節 して地震時の最大層間変形角

の高さ方向分布が平滑 となるような応答改善法の提案

を行 う.
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2.履 歴型ダンパー付骨組の応答改善法の仮定

2.1履 歴型ダンパーの等価耐力

履歴型ダンパー付骨組の応答改善法は,履 歴型ダン

パーの等価耐力に基づくものとす る.履 歴型ダンパー

の等価耐力 とは,文 献2)で 提案 されているものである.

その概要を任意強 さの地震荷重を受ける弾性骨組で説

明する.図1に,弾 性骨組の層せん断力 と層間変形角関

係(実 線)と,そ の最大応答値(丸 印)が 示 されてい

る。骨組の地震応答は,一 般 に層剛性が大きい場合は

最大層間変形角が小 さく,逆 に層剛性が小 さい場合は

最大層間変形角が大きくなる性質がある.図2に 示す

ように,層 剛性が小 さいために地震 を受けると大きな

層間変形角Rfを 生 じる弾性骨組があるとす る.こ こで,

同 じ地震を受けた場合のこの骨組の目標層間変形角R
ヱ　ア

を設定す る.そ のた めには,骨 組 の弾性 剛性 を増大 し

て,目 標層 間変形角Rt arの ときの耐力がFf+Fdeと す れば

よい.一 方,骨 組 の補 強 を履歴型 ダ ンパー で行 い,骨 組

全体の耐力 をFf＋Fd、とした ときにち ょうど目標 層間変形

角 にな った場合 を考 える.こ の とき,㌦ は実 際の履歴

型 ダンパー 耐力F、 と制振効果 が等 しい骨組 強度(弾 性

剛性)の 増加 分 を表す.こ こで,Fdeを 履歴型 ダ ンパー

の等価耐力 と呼び,FdeとFdの 比 αを履歴型 ダンパーの

等価 耐力係数 と呼ぶ.文 献2)で は,α の値 が骨組 の1

次固有周期 と履歴型 ダ ンパー の水 平力分担率 等に依存



図1弾 性骨組の地震応答 図2ダ ンパー付弾性骨組の地震応答

して変化す るた め,そ れ らを考慮 した提 案式 を導い て

い る.文 献2)の 解 析結果 に よれ ば,α は本研究 が対 象 と

す る中低層 の建物(固 有周期1～2秒)に おい て4～6の

値 を示 して いるので,本 研 究では骨組の1次 固有周 期 と

履歴 型 ダンパ ーの耐力等 にか かわ らず,α を一定の値 と

仮 定す る.

と平均累積塑性変形倍率を表 し,μノとグ は骨組の降伏

層せん断力係数分布がオ,分布に従 う時のμ、と厄 を表

す.nlは 平均累積塑性変形倍率 と最大累積塑性変形倍

率の比 とする.こ れ らの増分関係は次式で近似できる.

2.2耐 力修正 式の導出

秋 山の損傷集 中則3)に基づいて次 式が成立す る とす る.

Δμ,Δη玩 はそれぞれの偏差 量で ある.(4)式,(5)式 に

お いてそれぞれ 比を とるこ とに よ り次式 が得 られ る.

こ こで,Wpiは 第'層 の塑性歪エネル ギー(損 傷),Wpi・

は降伏せ ん断力係数 がAi、分布 の時の第i層 の損傷,Pi

はAi,分 布 と実際の降伏 層せ ん断力係 数分布 の比,nは

損傷集 中指数 で ある.こ こで,理 想的 な状態(P ,==1)

か ら僅 かにず れが ある場合 は次式が成 立す る.

(6)式 よ り,Δ μ,は次 式で表す ことがで きる.

ここで,μ1は 次式 よ り与 え られ る.

ΔWpi

,ΔPiは それぞれ の偏差量 を表す.(2)式 を書 き換

え ると,

δmaxiは第'層 の最大層間変形を表 し,δmaxiと δuiは骨

組の降伏層せん断力係数分布がAi分布に従 う時のδmaxi

とδui、を表す.δmaxiは 降伏層間変形 と最大塑性層間変

形の和 として次式で与えられ る.

また,文 献3)で は次式 が与 え られて いる. (9)式 に(7)式 を代入す ると,

ここで,Quiは 第i層 の保 有水平耐力,δ uiは第i層 の降

伏層 問変形 を表す.μi,ηi厄は第i層 の最 大塑性変形倍 率

さらに,(10)式 に(3)式 と(8)式 を代入す る ことで,第i

層 の最 大層間変形δmaxiと 耐力変化 量ΔPiの 関係 を表す



基礎式(ll)が 得 られ る. す こ とができ る.

ここで,第i層 の耐力 を理想状態 とす るための耐力の修

正倍率 をsiと す る と,siは 次式 で表 され る.

ここで,βは改 善前の履歴型 ダ ンパー の水 平力分担率 を

表 してい る.ま た,改 善後 の履歴 型ダ ンパー の水平力

分担率 は β と表す こ とにす る.な お,こ こで はβとβ

は層 間変 形角 が所 定 の値 で,フ レー ム と履歴 型 ダ ン

パー の耐力に基づ いて次式 で算 出す るもの とす る.

(ll),(12)式 よ りΔPiを 消 去 す る と,Siの 予 測 式(13)が

得 ら れ る.1)

(13)式 を応答改善に使用する場合は変数には次の値を

代入す る.

δui:改善前の骨組の第i層 の降伏層間変形

δmaxi:目 標 とす る理想骨組の第i層 の応答層問変形

δmaxi:改善前の骨組の第'層 の応答層問変形

予測式(13)の δuiは理想骨組の降伏変形であるが,改

善前には未定であるので,耐 力の修正倍率が1.0か ら大

きく外れないことを前提に,改 善前の骨組の降伏層間

変形を代入する.りただ し,本 研究では,さ らに予測式

を簡略化するため降伏層間変形は無視 して,耐 力の修

正倍率siは 次式で表す ものとする.

なお,(14)式 にお け るnは 変形 の集 中の程度 を表す もの

なの で,変 形集 中指数 と呼ぶ こ とにす る.履 歴型 ダ ン

パー付骨組 の応 答改善 法では,予 測式(14)に よる層 の

耐力 の修正倍 率siに よって修 正す る.こ こで,本 研 究で

は耐力 の修 正分 を骨組 の柱 ・梁 の部材 断面 は変 えず に

履歴型 ダ ンパーの耐 力を調整す る ことで層 の耐力の修

正 を行 うこと とす る.こ こで,履 歴型 ダンパー の耐力

は等価耐 力を用い て表す と次式 が成 立す る.

ここで,Ffiは 第i層 のフ レーム の耐 力_Fdt,Fdtは,そ

れぞれ 第i層 にお け る改善後 の履歴型 ダンパー の耐力

と,改 善前 の履歴 型 ダンパー の耐力 を表 してい る.(15)

式 をFdi*に ついて求 める と,

ま た,FdiとFdiの 比 はSi,α,β を 用 い て 次 式 の よ うに 表

履歴型 ダ ンパー付骨組 の応答 は(14)式 と(17)式 によ り

履歴型 ダ ンパー の耐 力を修正す る.た だ し,βやβ が大

きす ぎると,履 歴型 ダ ンパ ーの効果が発揮 で きないた

め4),0.3程 度 を大 き く超 え る場合 は有効 性 を別途検 討

す る必要が ある.

2.3応 答改善 のための履歴 型 ダンパ ー耐力修正 式

[(14),(17)式]の 検討

履歴型 ダンパー耐力修正式 は以下の方法で検討す る.

1)骨 組 を長期荷重 で設計す る.

2)履 歴型 ダ ンパーの耐力 を任 意 の方 法で試設計す る.

3)試 設計 した履歴型 ダンパ ー付 骨組 につ いて,静 的 ・

動的解 析 を行い,骨 組 及び履歴型 ダ ンパー の耐力,最

大層 間変形 を求 め る.

4)(14),(17)式 にお け る予測値(目 標値)を 動的解析

結果 と比較 し,(14),(17)式 の精度 を検 証す る.

3.解 析概 要

3.1解 析方法

解析 は ファイバ ーモデル の柱 梁要素 を用いた弾塑性

骨組 に対す る静的及 び地震応答解 析 であ る.各 要素 は

軸方 向変形,曲 げ変 形のみ考慮す るが,設 置 す る履歴

型 ダンパーはせ ん断 なので 、せ ん断変形 を考慮 した要

素 とす る.静 的解析 におけ る外力分布 はAi,分布 と し,劣

化域 は変位 制御 とす る.地 震応答解 析 はNewmarkの β

法(β=1/4)を 用 いた微少 時間刻み(0.005秒)に よる直接

時間積分 法であ る.減 衰 定数 は1次 の減衰 が2%の 剛性

比例型 とす る.質 量 は柱梁接合部 及び梁 中央に集 中質

量 として与 える.

3.2解 析モデル

解析 モデルは図3の 通 りで ある.層 数 は4層,8層,

12層 の3種 類 設定 し,基 準階 高 さを4mと してい る.平

面 をスパ ン長 さ8m-8m-8m(骨 組A),12m-6m-12m(骨

組B)の2種 類設 定 している.履 歴 型 ダンパ ーは真 中の



(a)基 準階床伏図,骨 組A(b)基 準階床伏図,骨 組B

(c)4層 骨組A,軸 組 図(d)4層 骨組B,軸 組図

スパ ン部分 に設 置 してい る.設 置す る履歴型 ダンパー

の種類 は シヤパネル をブ レースで支持す るブ レー ス支

持型 とす る。

骨組 は履歴型 ダ ンパー を設 置 して いない状態 におい

て,許 容応 力度等 計算の長期荷 重時 の設 計要件 を満 た

す よ うに設計 し,地 震荷重 は履歴 型 ダンパ ーが負担す

る もの とす る.

1)単 位床 面積 あた りの重量 は8kN/m2と す る.

2)柱 と梁 はそれ ぞれの層 で同一断面 とす る.各 層 に

お け る部材断面寸 法を表1,2に 示す.

3)設 計用層せ ん断力 は第 二種地盤 を対象 と してA,分

布 に従 うもの とす る.地 域係数 を1.0,設 計用固有周期

は7』0.03h(h:建 物高 さ)に よ り算定す る.

4)骨 組 に用 い る鋼材 は,SM490を 想 定 し,降 伏応力

度 はそれ ぞれ 柱鋼管 が392N/mm2,H形 鋼梁 が363N/mm2

で ある.ま た,材 料の特性 は文献5)で 示 され てい るも

の と同様 の もの を用 い る.

5)履 歴型 ダンパ ーの シヤパネル には100N/mm2級 の極

低降伏点鋼 を用い るこ とと し,材 料 の特性 は文献6)で

示 され てい るもの と同様 の ものを用い る.

改善前(試 設 計)の 履歴型 ダ ンパ ー付 骨組 にお ける

履歴 型 ダンパ ーの耐力 は,層 問変形角が1/100の 場合 に

表1部 材断面寸法(骨 組A)

(e)8層 骨組A,軸 組図(D8層 骨組B,軸 組図

表2部 材断面寸法(骨 組B)

(g)12層 骨組A,軸 組 図(h)12層 骨組B,軸 組 図

図3骨 組モデル



つ い て 次 式 が 成 り立 つ よ う に 算 定 す る.

Qni＝Ffi+αFi(19)

こ こ で,Q niは 各 層 に お け る 必 要 保 有 水 平 耐 力 で,4層

骨 組 はDs＝0.40,8層 骨 組,12層 骨 組 はDs=0.25と し て

算 定 す る.α の 値 は,文 献2)を 参 考 に し て4層 骨 組,8

層 骨 組,12層 骨 組 に つ い て,そ れ ぞ れ,55,4.5,4.0

と してF酌 の 値 を 算 出 す る こ と とす る.な お,履 歴 型 ダ

表3解 析変数

ンパーの耐力 の修 正式のβやβ'は層間変形 角が1/100の

場合 の フ レー ム,及 び履歴型 ダンパー の耐力 に基 づい

て算定す る.

3.3解 析 変数

解 析変数 は表3に 示す とお り,(1)骨 組 のスパ ン,(2)

骨組の層数,(3)入 力 地震 波,(4)地 震強 さの4種 類 であ

る.入 力地震波 は米国SACプ ロジ ェク トで使用 されて

い る地震波LAO1～LA20の 計20波 を利用 した.こ れ ら

は,現 地50年 で10%の 超過確率(再 現期 間475年)で

ある.こ こでは,PGVを50kine,75kine,100kineの3

つの レベル で,層 間変 形角が それ ぞれの 目標値 に なる

よ うに応答 改善 を行 う場合 を検討 した.

4.静 的解析 結果

3.2で 設 計 した各骨組 に対 して静 的解析 を行 った.

解析 は最上層 の水 平変位 が建物高 さの2%に 達す るまで

の一方 向載荷で あ る.骨 組Aの 静的解 析結果 を図4に

示す.す べて の骨組 モデル において載苛 の最終段 階ま

で安 定 した挙動 を示 した.表3～5は 改 善前の履歴型 ダ

ンパー付 骨組 につ いて,各 層 の層間変形 角が1/100の 時

にお け る履歴型 ダ ンパ ーの水平 力分担率 βの値 を示 し

てい る.改 善前にお け る履歴型 ダ ンパー の耐力 は(19)

(a)4層 骨組,純 フ レーム(b)4層 骨組 ダンパー付

表34層 骨組A,水 平力分担率 β(改 善前)

表48層 骨組A,水 平力分担率β(改 善前)

(c)8層 骨組 純 フレーム(d)8層 骨組 ダンパー付

表512層 骨組A,水 平力分担率 β(改 善前)

(c)12層 骨 組,純 フ レー ム(d)12層 骨 組,ダ ンパ ー 付

図4静 的解析結果,骨 組A



式により算出 した.な お,履 歴型ダンパーの必要耐力

が負となる場合は履歴型ダンパーが不必要と判断する.

ただ し本研究のモデルではわずかな耐力の履歴型ダン

パーを設置した.

5.動 的解析結 果

5.1変 形集中指数nの 検 討

改善前 の履歴型 ダ ンパー付骨組 にお いて地震応答解

析 によ り得 られた最 大層間変形 角応 答 に対 して,応 答

改善法 を適用す るた めには変形集 中指数nの 値 を明 ら

か にす る必要 があ る.図5はPGV＝75kine,8層 骨組Bに

対 して,各 入 力地震波 に対す る最 大層間変形 角応答 の

平均値 を示 した もので,層 問変形角 の 目標値 を1/100,

α=4.0と して,変 形集 中指数nを 変化 させ た もので ある.

n＝1を 応 答改善法 に適 用 した場合 が最 も目標 値 に近 く,

改善前 に 目標 値 を超 えていた層 の層問変形 角が一様 に

目標値 に近 い値を示 している ことがわ かる.よ って,と

りあえずn＝1と 仮 定す る.

5.2応 答 改善法の適用

骨組 の種類,層 数,地 震強 さを変 えて応答 改善を行 っ

た.図6～8にPGV=75kine,層 間変形 角の 目標値 を1/

100と した各骨組 におけ る改善前及 び改善後の最 大層 間

変形角応 答 を示 してお り,各 入力地震 波 に対す る応答
図74層 骨組 にお ける応答応 答改善,PGV＝75kine

図5変 位 の集 中係数nの 検討,8層 骨組B,α=4.0

図68層 骨組 にお ける応答改善,PGV＝75kine 図812層 骨組 にお け る応答 改善,PGV=75kine



表64層 骨組A,水 平力分担 率β*(改 善 後)

表78層 骨組A,水 平力分担 率 β*(改 善後)

表812層 骨組A,水 平力分担率 β*(改 善後)

図98層 骨組 におけ る応答改善,PGV=50kine

を細線 で,平 均値 を太線で示 してい る.表6～8に 改 善

後 の水平力分担 率β を示 してい る.な お,改 善後 の履

歴型 ダンパー 耐力が負 とな る場合 は,履 歴 型 ダンパ ー

を設 置 してい ない.等 価耐力係数 αは4層 骨組,8層 骨

組,12層 骨組 のす べての骨組モデル において4.0と して

い る.ど の骨組 も改善後 の最 大層 問変形角応 答が ほぼ

目標値 をに近づ いてお り,応 答 改善法 がいず れの骨組

に対 して も有効 であ ることが わかる.4層 の骨組Aに

お いて,改 善後 の最 大層間変形角応 答 が若干 大 き く出

てい るが,こ れは,応 答改善後 の水 平力分担率β の値

が0.35と か な り高い値 に なってお り,履 歴型 ダンパー

の適 正範囲 を超 えてい る可能性 があ る.

8層 骨組,PGV＝50kine,100kineに つい て,層 間変形

角 の 目標値 をそれぞれ1/150,1/75と した場合 の改善前

及 び改善後の最大層 間変形角応答 を図9,10に 示す,い

ずれ の場合 も,改 善 後の最大層 間変形角応答 が 目標値

に近 い値 を示 してい る.こ こには示 してい ないが,他

の骨組 モデル につ いて も応答改 善法 は精度 よく 目標値

へ最大 層間変形角応 答 を近づ けてお り,こ の方 法が有

効 であ ることは明 らかであ る.ま た,変 形集 中指数nや

等価耐 力係 数 αについて も以上 の結 果 よ りn=1,α ＝4.0

と考 えて良い こ とがわか る.

図108層 骨組 にお ける応 答改善,PGV＝100kine



6.結 論

ブ レー ス支持型 シヤパネ ルの履歴型 ダ ンパー を設 置

した骨 組 に対 し,提 案す る応 答改善法 を適用 し,以 下

の結論 を得 た.

1)履 歴 型 ダンパー を設置 した鉄 骨造の 中低層 建物 に

対 して,n=1,α=4.0と した場合 におい て,履 歴 型

ダ ンパー の等価 耐力 の考 え方 を用い た動 的応答改

善法 を適用す る こ とに よ り十分 な応答 改善が得 ら

れた.

2)応 答改善法適用 後の水平力分 担率β の値 が大 きい

骨組 に対 して は,α に対す るβ の影響 が大 きいの

で,そ の よ うな骨組 につ いては応答 改善法適用後

の最大層 間変形角応答 に若干 の誤差が見 られ るが,

βの値 が0.3以 下 の場 合は ほ とん ど影響 が見 られ な

い.

今後 は骨組 の種類 を増や し,履 歴型 ダンパーの支持

方式(ア ンボ ン ドブ レー ス型,問 柱型等)を 変 化 させ

た場合について 解析 し,入 力地震波 について も,JSCA

波等 について検証す る予 定であ る.ま た,今 回の解析

で は鋼材 の復元 力特性 等 を無視 した簡 単な骨組 にっい

て解析 を行 ったが,今 後 は よ り実際の鉄骨 骨組 に近 い

モデル につ いて解 析 を行 い,提 案 して い る応 答改 善法

に対す る影響 を調 べ,応 答改 善法が適用 で きるか検討

す る予定で ある.
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